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15　
監
査
委
員
の
意
見

令
和
2
年
9
月
10日

　
　
山
梨
県
知
事
 長
崎
　
幸
太
郎
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
島
　
　
　
徹
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
泉
　
久
　
司
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
早
　
川
　
　
　
浩
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
永
　
井
　
　
　
学
　
　
　
　

令
和
元
年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

　
地
方
自
治
法
第
2
3
3条
第
2
項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
令
和
元
年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

令
和
元
年
度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1
　
審
　
査
　
の
　
対
　
象

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

山
　
梨
　
県
　
一
　
般
　
会
　
計

山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計

山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計

山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計

山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計

山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計

山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計

山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
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令
和
元
年
度

山
梨
県
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

第
2
　
審
　
査
　
の
　
期
　
間

　
令
和
2
年
8
月
12日

か
ら
令
和
2年
9
月
9
日
ま
で

第
3
　
審
　
査
　
の
　
手
　
続

　
審
査
に
当
た
っ
て
は
、

　
　
1　
決
算
の
計
数
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か
。

　
　
2　
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。

　
　
3　
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
、
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。

　
　
4　
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。

　
 　
な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を

踏
ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
4
　
決
　
算
　
の
　
状
　
況

1　
決
算
規
模

　
 　
一
般
会
計
の
歳
入
額
は
4,649億

8,705万
9,780円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1.9％

増
加
し
、
歳
出
額
は
4,572億

6,771万
3,818円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1.6％

増
加
し
て
い
る
。

　
 　
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11の

特
別
会
計
の
歳
入
額
は
3,832億

317万
3,028円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
4.6％

増
加
し
、
歳
出
額
は
3,719億

7,510万
7,548円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
4.7％

増
加
し
て

い
る
。

2　
決
算
収
支

　
　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
で
あ
る
形
式
収
支
は
77億

1,934万
5,962円

、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
25億
2,213万

208円
で
、
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

　
 　
ま
た
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
5,772万

9,961円
の
赤
字
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立
1,166万

2,313円
を
加
算
し
、
財
政
調
整
基
金
の
取
崩
し
34億

8,239
万
3,000円

を
差
し
引
い
た
実
質
単
年
度
収
支
も
、
35億

2,846万
648円

の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
特
別
会
計
の
形
式
収
支
は
112億

2,806万
5,480円

、
実
質
収
支
は
104億

5,410万
8,735円

で
、
共
に
黒
字
と
な
り
、
単
年
度
収
支
及
び
実
質
単
年
度
収
支
も
、
3,189万

4,087円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
る
。

第
5
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
 　
一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
概
ね
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
 　
一
方
、
以
下
に
記
載
す
る
各
項
目
に
お
い
て
述
べ
る
よ
う
に
、
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
こ
れ
ら
に
適
切
に
対
処
し
、
よ
り
一
層
、
効
率
的
、
効
果
的
な
財
政
運
営
を
心
が
け
、

県
民
福
祉
の
向
上
に
努
め
ら
れ
た
い
。
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1　
一
般
会
計
に
つ
い
て

　
（
1
）
歳
入

　
　
　
①
 　
歳
入
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
85億

3,361万
5,079円

（
1.9％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
こ
れ
は
主
に
、
県
税
が
34億

4,381万
2,209円

、
地
方
消
費
税
清
算
金
が
17億

1,165万
6,075円

減
少
し
た
が
、
国
庫
支
出
金
が
33億

6,503万
325円

、
県
債
が
101億

4,960万
円
、
更
に
国
の
交
付
税

措
置
の
見
直
し
に
よ
り
地
方
交
付
税
が
23億

9,570万
2,000円

増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
 　
ま
た
、
歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
40.0％

、
依
存
財
源
が
60.0％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
比
率
は
前
年
度
と
比
較
し
て
2.4ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
今
後
の
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、
安
定
し
た
自
主
財
源
を
確
保
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　
　
　
　
 　
こ
の
た
め
、
県
税
の
徴
収
率
向
上
に
向
け
た
対
策
を
着
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
産
業
の
振
興
に
よ
る
県
内
経
済
の
活
性
化
や
、
税
収
の
増
加
に
つ
な
が
る
施
策
を
積
極
的
に
推
進
す
る
な
ど
、
引

き
続
き
自
主
財
源
の
充
実
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
②
 　
県
債
発
行
額
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
40億

1,140万
円
減
少
し
た
も
の
の
、
一
般
補
助
事
業
債
が
54億

6,500万
円
、
災
害
復
旧
事
業
債
が
12億

9,100万
円
、
単
独
事
業
債
が
74億

500万
円
増
加
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
101億

4,960万
円
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
令
和
元
年
度
末
の
県
債
残
高
は
、
前
年
度
か
ら
5億
39万

1,735円
減
少
し
、
9,469億

871万
132円

と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
平
成
26年

度
以
降
県
債
残
高
は
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
多
額
の
県
債
残
高
は
、
後
年
度
の
財
政
負
担
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
有
利
な
交
付
税
措
置
の
あ
る
県
債

の
活
用
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
県
民
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、
今
後
の
行
政
需
要
に
応
じ
た
計
画
的
な
県
債
の
発
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
③
　
収
入
未
済
額
は
66億

204万
535円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
37億

3,543万
7,430円

（
130.3％

）
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
こ
れ
は
、
主
に
県
税
の
収
入
未
済
額
が
、
1億
1,686万

9,201円
減
少
し
た
も
の
の
、
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
が
、
38億

5,230万
6,631円

増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
県
税
の
収
入
未
済
額
は
10億

1,030万
5,686円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
個
人
県
民
税
8億
57万

5,374円
、
自
動
車
税
8,924万

716円
で
あ
る
。

　
　
　
　
 　
ま
た
、
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
は
55億

9,173万
4,849円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
公
正
入
札
違
約
金
等
の
違
約
金
及
び
延
納
利
息
35億

1,658万
6,849円

、
産
業
廃
棄
物
不
適
正
処
理
事
案
対
策
工

事
に
要
し
た
費
用
7億
4,670万

7,077円
、
県
営
住
宅
使
用
料
3億
6,766万

2,945円
、
産
業
廃
棄
物
処
理
に
係
る
行
政
代
執
行
費
用
1億
9,282万

3,322円
及
び
河
川
内
土
砂
撤
去
費
等
に
係
る
不
当
利
得
返

還
請
求
額
1億
5,591万

7,035円
で
あ
る
。
 

　
　
　
　
 　
県
税
に
つ
い
て
は
、
収
入
未
済
の
縮
減
に
向
け
、
地
方
税
滞
納
整
理
推
進
機
構
に
よ
る
共
同
滞
納
整
理
な
ど
県
と
市
町
村
が
連
携
し
た
徴
収
対
策
等
に
よ
り
、
収
入
未
済
が
前
年
度
と
比
較
し
て
1億

1,686万
9,201円

減
少
す
る
な
ど
の
効
果
が
見
ら
れ
た
。

　
　
　
　
 　
ま
た
、
主
な
増
加
要
因
と
な
っ
た
公
正
入
札
違
約
金
（
令
和
元
年
度
調
定
分
）
を
除
い
た
収
入
未
済
額
で
も
37億

9,271万
3,654円

と
な
り
、
前
年
度
の
収
入
未
済
総
額
28億

6,660万
3,105円

と
比
較

し
て
32.3％

増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
今
回
の
収
入
未
済
額
は
、
平
成
22年

度
か
ら
の
推
移
と
比
較
し
て
突
出
し
た
こ
と
か
ら
、
今
後
は
、
新
た
な
未
収
金
の
発
生
の
防
止
は
も
と
よ
り
、
債
権
回
収
の
対
策
を
進
め
る
な
ど
、
法
令
や
山
梨

県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
（
2
）
歳
出

　
　
　
①
　
歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
71億

7,007万
542円

（
1.6％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
こ
れ
は
主
に
、
公
債
費
が
47億

4,165万
5,224円

、
商
工
費
が
20億

7,834万
5,585円

、
諸
支
出
金
が
20億

7,301万
6,444円

減
少
し
た
も
の
の
、
土
木
費
が
79億

4,045万
5,960円

、
教
育
費
が
56億

8,931万
3,853円

、
民
生
費
が
32億

2,858万
3,878円

増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,337億

5,865万
5,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
3,892万

6,000円
（
0.1％

）
増
加
し
た
。
 

　
　
　
　
 　
こ
れ
は
主
に
、
人
件
費
及
び
補
助
費
等
が
減
少
し
た
も
の
の
、
物
件
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
51.1％

と
前
年
度
よ
り
0.8ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。
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投
資
的
経
費
は
1,118億

1,456万
6,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
139億

1,690万
1,000円

（
14.2％

）
増
加
し
た
。

　
　
　
　
　
こ
れ
は
、
普
通
建
設
事
業
費
の
う
ち
補
助
事
業
費
や
単
独
事
業
費
の
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
24.5％

と
前
年
度
よ
り
2.7ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
公
債
費
は
760億

1,852万
2,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
47億

4,358万
3,000円

（
5.9％

）
減
少
し
、
構
成
比
は
16.6％

と
前
年
度
よ
り
1.3ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
こ
れ
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
等
を
除
く
通
常
の
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
を
行
っ
て
き
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
今
後
と
も
、
人
件
費
や
公
債
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
の
適
切
な
管
理
に
努
め
、
財
政
の
硬
直
化
の
抑
制
を
図
ら
れ
た
い
。

　
　
　
②
　
翌
年
度
繰
越
額
は
132事

業
、
586億

3,137万
5,256円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
13事

業
増
加
し
て
お
り
、
繰
越
額
は
141億

9,359万
2,308円

（
31.9％

）
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
こ
れ
は
主
に
、
台
風
19号

に
係
る
土
木
施
設
災
害
復
旧
費
や
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
等
を
強
力
に
推
進
す
る
公
共
事
業
費
の
繰
越
額
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
内
訳
は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
3事
業
、
4億
9,874万

2,179円
、
繰
越
明
許
費
108事

業
、
564億

682万
172円

、
事
故
繰
越
21事

業
、
17億

2,581万
2,905円

で
あ
る
。

　
　
　
　
　
今
後
と
も
、
計
画
的
な
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
繰
越
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
効
果
の
早
期
発
現
が
図
ら
れ
る
よ
う
迅
速
か
つ
効
率
的
に
実
施
さ
れ
た
い
。

　
　
　
③
 　
不
用
額
は
165億

1,378万
9,874円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
商
工
費
が
72億

8,880万
3,023円

、
教
育
費
が
21億

9,235万
6,541円

で
あ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
8,554万

2,791円
（
1.1％

）
増
加

し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
不
用
額
に
つ
い
て
は
、
こ
こ
数
年
は
160億

円
前
後
で
推
移
し
て
い
る
が
、
今
後
と
も
、
事
業
の
計
画
的
な
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
事
業
の
進
捗
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
適
切
な
予
算
計
上
に

努
め
る
な
ど
、
引
き
続
き
、
財
源
の
有
効
活
用
に
留
意
さ
れ
た
い
。

2
 特
別
会
計
に
つ
い
て

　
　
　
①
 　
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11会

計
の
歳
入
総
額
は
、
3,832億

317万
3,028円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
167億

5,989万
9,177円

（
4.6％

）
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
、
3,719億

7,510
万
7,548円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
165億

6,038万
6,627円

（
4.7％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
平
成
30年

度
末
に
廃
止
さ
れ
た
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
を
除
い
て
比
較
す
る
と
、
歳
入
総
額

は
169億

1,912万
3,948円

（
4.6％

）
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
167億

1,961万
1,398円

（
4.7％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
②
 　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い
た
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
112億

2,806万
5,480円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
9,951万

2,550円
（
1.8％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
平
成
30年

度
末
に

廃
止
さ
れ
た
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
の
平
成
30年

度
歳
入
歳
出
差
引
額
は
0円
の
た
め
、
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
を
除
い
た
比
較
で
も
同
額
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
③
 　
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
7億
7,395万

6,745円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
104億

5,410万
8,735円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
3,189万

4,087円
（
0.3％

）
増
加
し
て
い
る
。
な
お
、
平
成

30年
度
末
に
廃
止
さ
れ
た
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
の
平
成
30年

度
実
質
収
支
額
は
0円
の
た
め
、
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
を
除
い
た
比
較
で
も
同
額
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
④
 　
不
納
欠
損
額
の
総
額
は
、
9億
9,063万

3,899円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
皆
増
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
係
る
高
度
化
資
金
貸
付
金
償
還
金
及
び
母
子
父
子
寡
婦
福

祉
資
金
特
別
会
計
に
係
る
母
子
福
祉
資
金
貸
付
金
償
還
金
の
う
ち
回
収
不
能
と
な
っ
た
一
部
の
債
権
に
つ
い
て
、
不
納
欠
損
処
分
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
 　
ま
た
、
収
入
未
済
額
の
総
額
は
、
2億
4,522万

4,604円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
7,247万

1,855円
（
58.7％

）
減
少
し
て
い
る
。
こ
れ
は
主
と
し
て
、
平
成
30年

度
末
に
農
業
改
良
資
金
特
別
会

計
が
廃
止
さ
れ
、
1億
3,849万

2,792円
の
収
入
未
済
額
が
特
別
会
計
か
ら
除
か
れ
た
こ
と
、
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
の
収
入
未
済
額
が
3,879万

5,548円
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の

で
あ
る
。

　
　
　
　
 　
今
後
と
も
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
き
、
収
入
未
済
額
の
解
消
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
い
て
き
め
細
か
な
状
況
把
握
や
交
渉
を
行
う
な
ど
、
新
た
な
未
収
金

の
発
生
防
止
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
⑤
 　
各
会
計
の
実
質
収
支
額
の
総
額
は
104億

5,410万
8,735円

と
、
前
年
度
と
比
較
し
て
3,189万

4,087円
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
特
別
会
計
内
に
留
保
し
て
い
る
資
金
（
実
質
収
支
額
）
に
つ
い
て
は
、
財
源
の
有
効
活
用
の
観
点
か
ら
、
必
要
に
応
じ
て
一
般
会
計
に
繰
り
出
す
な
ど
、
予
算
管
理
と
執
行
に
留
意
さ
れ
た
い
。

3
 財
産
に
つ
い
て

　
　
　
①
　
普
通
財
産
に
係
る
未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
令
和
元
年
度
に
お
け
る
増
減
は
な
く
、
22件

、
6万
9,751.67㎡

が
残
さ
れ
て
い
る
。
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未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
令
和
2年
4月
に
資
産
活
用
室
を
新
た
に
設
置
し
売
却
等
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
今
後
も
引
き
続
き
有
効
利
用
の
推
進
に
努
力
さ
れ
た
い
｡

　
　
　
②
 　
公
共
事
業
に
伴
う
取
得
用
地
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
未
登
記
筆
数
が
298筆

と
、
前
年
度
の
369筆

に
比
べ
て
71筆

減
少
し
て
い
る
が
、
年
度
末
の
登
記
申
請
事
務
が
年
度
内
に
完
了
し
な
か
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
、
順
次
登
記
の
手
続
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
過
年
度
未
登
記
筆
数
は
令
和
元
年
度
末
累
計
で
2,231筆

と
、
前
年
度
の
2,279筆

に
比
べ
て
48筆

減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
　
 　
取
得
用
地
の
登
記
に
つ
い
て
は
、
「
過
年
度
未
登
記
処
理
方
針
」
に
基
づ
き
未
登
記
の
解
消
に
努
め
て
お
り
、
こ
こ
数
年
で
着
実
に
減
少
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
依
然
と
し
て
多
く
の
未
登
記

筆
が
残
さ
れ
て
い
る
。
県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
努
力
さ
れ
た
い
｡

　
　
　
③
 　
財
産
に
つ
い
て
は
、
公
有
財
産
事
務
取
扱
規
則
に
よ
り
、
購
入
（
取
得
）
、
処
分
、
貸
付
、
行
政
財
産
の
使
用
許
可
及
び
財
産
の
借
受
に
当
た
っ
て
は
、
直
ち
に
移
動
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
が
、
昨
年
度
に
実
施
し
た
監
査
に
お
い
て
は
、
公
有
財
産
台
帳
又
は
借
受
財
産
台
帳
に
正
し
く
登
録
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
6件
あ
っ
た
。

　
　
　
　
　
財
産
の
的
確
な
把
握
は
、
財
産
管
理
の
基
本
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
適
切
な
事
務
の
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

4
 今
後
の
行
財
政
運
営

　
 　
令
和
元
年
度
決
算
に
お
け
る
本
県
の
財
政
状
況
は
、
財
政
調
整
基
金
を
34億

8,239万
3,000円

取
り
崩
す
な
ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
歳
入
の
大
幅
な
増
加
が
見
込
め
な
い
一
方
で
、
歳
出
は
、

介
護
保
険
関
係
費
、
高
齢
者
医
療
費
な
ど
社
会
保
障
関
係
費
、
防
災
・
減
災
、
県
土
の
強
靱
化
、
教
育
・
子
育
て
環
境
の
充
実
へ
の
対
応
に
伴
う
経
費
な
ど
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　
 　
こ
う
し
た
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
、
県
民
一
人
ひ
と
り
が
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
や
ま
な
し
の
実
現
に
向
け
て
産
業
の
振
興
に
よ
る
経
済
の
活
性
化
、
次
代
を
担
う
人
材
の
育
成
・
確
保
、
安
心
し
て
暮
ら

す
た
め
の
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
充
実
な
ど
、
各
般
の
施
策
展
開
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
 　
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
つ
い
て
は
、
感
染
症
に
強
い
社
会
の
構
築
を
目
指
し
、
県
内
経
済
の
回
復
を
図
り
つ
つ
、
今
後
の
感
染
状
況
の
変
化
に
応
じ
、
適
時
適
切
な
対
応
が
で
き
る
よ

う
、
国
の
動
向
を
含
め
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
 　
こ
の
よ
う
な
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
国
へ
の
制
度
改
正
の
た
め
の
積
極
的
な
働
き
か
け
、
国
の
補
助
金
や
交
付
金
の
活
用
、
県
税
な
ど
の
自
主
財
源
の
充
実
、
未
収
金
対
策
の
充
実
強
化
、
公
有
財
産
の
活

用
な
ど
こ
れ
ま
で
以
上
の
財
源
確
保
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
県
民
や
時
代
の
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、
施
策
・
事
業
の
重
点
化
を
図
る
な
ど
徹
底
し
た
歳
出
の
見
直
し
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
 　
加
え
て
、
財
政
調
整
基
金
、
県
債
管
理
基
金
及
び
公
共
施
設
整
備
等
事
業
基
金
の
主
要
3基
金
（
令
和
元
年
度
末
残
高
：
810億

2,076万
1,450円

）
に
つ
い
て
は
、
財
政
負
担
の
平
準
化
や
将
来
の
財
政
需
要

へ
の
対
応
な
ど
、
基
金
の
設
置
目
的
や
財
政
状
況
に
応
じ
た
活
用
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
 　
ま
た
、
景
気
の
動
向
や
金
融
政
策
な
ど
を
注
視
し
、
安
全
性
と
流
動
性
を
確
保
し
た
上
で
基
金
や
歳
計
現
金
の
柔
軟
か
つ
効
率
的
な
運
用
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

　
 　
行
財
政
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
財
源
の
確
保
等
に
加
え
、
新
た
な
課
題
に
柔
軟
に
対
応
す
る
た
め
の
人
材
育
成
や
組
織
体
制
づ
く
り
、
テ
レ
ワ
ー
ク
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
に
よ
る
職
員
の
働
き
方
改
革
や
業

務
の
効
率
化
な
ど
、
引
き
続
き
積
極
的
な
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

　
 　
更
に
、
内
部
統
制
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
法
に
基
づ
き
内
部
統
制
に
関
す
る
方
針
を
定
め
、
令
和
2年
4月
か
ら
は
必
要
な
体
制
が
整
備
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
そ
の
効
果
が
最
大
限
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
内

部
統
制
の
推
進
及
び
運
用
に
効
果
的
に
取
り
組
み
、
適
正
な
事
務
処
理
の
確
保
並
び
に
組
織
及
び
運
営
の
合
理
化
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
　

山
梨
県
告
示
第
三
百
三
十
四
号

　

令
和
二
年
十
一
月
定
例
県
議
会
に
お
い
て
認
定
さ
れ
た
令
和
元
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算

及
び
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日
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梨
県
営
温
泉
事
業



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

三
九



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
〇

　

四
〇



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
一



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
二



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
三



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
四

4　

山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
五



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
六



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
七



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
八



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

四
九



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
五
十
七
号　
　

令
和
二
年
十
二
月
二
十
八
日

五
〇

　

五
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5　
監
査
委
員
の
意
見

令
和
2年
8月
12日

　
　
山
梨
県
知
事
　
長
崎
　
幸
太
郎
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
島
　
　
　
徹
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
小
　
泉
　
久
　
司
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
早
　
川
　
　
　
浩
　
　
　
　

山
梨
県
監
査
委
員
　
　
永
　
井
　
　
　
学
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令
和
元
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

　
地
方
公
営
企
業
法
第
30条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
令
和
元
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

Ⅰ
　
審
査
の
対
象

　
　
令
和
元
年
度
　
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

　
　
令
和
元
年
度
　
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

　
　
令
和
元
年
度
　
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

Ⅱ
　
審
査
の
期
間

　
　
令
和
2年
7月
20日

か
ら
令
和
2年
8月
11日

ま
で

Ⅲ
　
審
査
の
手
続

　
 　
令
和
元
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
に
当
た
っ
て
は
、
各
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
そ
の
他
関
係
法
令
に
基
づ
い
て
、
常
に
経
済
性
を
発
揮
し
、
そ
の
本
来
の
目
的
で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増
進

す
る
よ
う
に
運
営
さ
れ
て
い
る
か
、
決
算
書
類
が
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
検
証
す
る
た
め
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
簿
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る

と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
も
踏
ま
え
て
審
査
を
行
っ
た
。

Ⅳ
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要

　
 　
各
事
業
会
計
の
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
に
お
い
て
述
べ
る
と
お
り
で
あ
る
。

（
1）
令
和
元
年
度
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
 　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
１
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
経
営
状
況
は
、
13億

7万
5,778円

の
純
利
益
を
上
げ
て
い
る
。
前
年
度
に
比
べ
2億
4,299万

5,950円
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
総
収
支
比
率
は
131.4％

、
経
常
収
支
比
率
は
131.5％

で
あ
り
、

健
全
な
経
営
に
努
め
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
。

　
　
 　
当
年
度
純
利
益
が
前
年
度
よ
り
増
加
し
た
要
因
は
、
奈
良
田
第
一
・
第
二
発
電
所
水
車
発
電
機
等
分
解
点
検
工
事
の
終
了
等
に
よ
る
営
業
費
用
の
減
少
、
太
陽
光
発
電
で
得
た
電
力
を
使
っ
て
水
素
を
製
造

す
る
P2Gシ

ス
テ
ム
の
技
術
開
発
に
係
る
受
託
収
入
等
の
事
業
外
収
益
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
総
収
益
が
6 億
6,818万

9,844円
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
 　
今
後
の
経
営
に
お
い
て
も
、
発
電
施
設
・
設
備
を
良
好
に
維
持
し
て
い
く
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
既
存
水
力
発
電
所
の
改
良
や
修
繕
を
計
画
的
に
進
め
、
効
率
的
な
経
営
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。
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2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

　
　
　
令
和
元
年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
91.7％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
59.6％

、
流
動
比
率
が
918.5％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

　
　
　
今
後
と
も
経
営
の
健
全
性
を
維
持
す
る
た
め
、
積
立
金
の
計
画
的
な
積
立
て
と
適
切
な
管
理
を
行
う
な
ど
、
必
要
な
資
本
の
確
保
と
財
政
基
盤
の
強
化
を
図
り
、
安
定
的
な
事
業
経
営
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
増
加
が
29億

4,245万
6,064円

で
あ
り
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
や
一
般
会
計
へ
の
繰
出
金
等

に
よ
り
15億

8,832万
7,389円

を
支
出
、
ま
た
、
財
務
活
動
と
し
て
企
業
債
の
償
還
等
に
1億
5,202万

9,548円
を
支
出
し
て
お
り
、
令
和
元
年
度
中
の
資
金
額
は
12億

209万
9,127円

の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
  　
投
資
活
動
及
び
財
務
活
動
に
係
る
支
出
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
さ
れ
た
資
金
の
範
囲
内
で
行
わ
れ
て
お
り
、
資
金
繰
り
は
引
き
続
き
安
定
し
た
状
況
に
あ
る
と
と
も
に
、
企
業
債
残
高
の
債
務
償
還
能

力
に
つ
い
て
も
特
に
問
題
な
い
。

　
　
 　
今
後
も
、
財
政
を
安
定
的
に
維
持
し
、
多
額
の
支
出
と
な
る
発
電
施
設
の
建
設
や
改
良
な
ど
、
必
要
な
資
金
の
確
保
に
計
画
的
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ら

れ
た
い
。

　
4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
　
  　
国
の
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
に
よ
り
、
電
力
の
小
売
全
面
自
由
化
な
ど
が
実
施
さ
れ
、
電
気
事
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
す
る
中
、
企
業
局
に
お
い
て
は
、
東
京
電
力
エ
ナ
ジ
ー
パ
ー
ト
ナ
ー
株
式
会
社
と

共
同
で
、
企
業
局
が
発
電
し
た
電
力
を
県
内
企
業
等
に
安
価
に
供
給
す
る
「
や
ま
な
し
パ
ワ
ー
Plus（

プ
ラ
ス
）
」
を
平
成
31年

4月
か
ら
実
施
し
て
お
り
、
多
く
の
企
業
が
活
用
し
て
い
る
。
今
後
も
電
力

市
場
や
他
の
公
営
電
気
事
業
者
の
動
向
等
を
注
視
し
な
が
ら
、
現
在
の
電
力
受
給
基
本
契
約
が
満
了
す
る
令
和
6年
度
以
降
の
事
業
展
開
に
つ
い
て
検
討
を
深
め
る
と
と
も
に
、
そ
う
し
た
経
営
環
境
の
変
化

に
も
対
応
で
き
る
経
営
感
覚
を
備
え
た
人
材
の
育
成
に
努
め
る
な
ど
、
引
き
続
き
経
営
の
健
全
性
の
維
持
が
図
ら
れ
る
よ
う
的
確
に
対
応
さ
れ
た
い
。

　
　
 　
ま
た
、
電
気
事
業
で
得
ら
れ
た
利
益
を
活
用
し
、
電
気
事
業
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
で
一
般
会
計
へ
の
繰
り
出
し
な
ど
を
更
に
行
う
こ
と
に
よ
り
、
県
民
福
祉
の
増
進
や
産
業
経
済
の
発
展
に
向
け
た

利
益
の
還
元
の
拡
充
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。
加
え
て
、
発
電
所
が
立
地
す
る
地
域
の
豊
か
な
景
観
等
の
保
全
に
な
お
一
層
努
め
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
こ
れ
ま
で
進
め
て
き
た
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

開
発
と
普
及
促
進
を
加
速
さ
せ
る
な
ど
、
恵
ま
れ
た
自
然
環
境
と
調
和
し
た
本
県
な
ら
で
は
の
電
気
事
業
の
展
開
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
  　
な
お
、
地
域
振
興
事
業
に
対
す
る
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
同
事
業
の
経
営
改
善
を
図
る
た
め
、
平
成
30年

度
に
施
設
の
建
設
改
良
に
係
る
貸
付
金
を
出
資
金
に
振
り
替
え
た
が
、
貸
付
金
の
残
高
は
依
然
と

し
て
多
額
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
の
影
響
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
経
営
上
の
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
、
償
還
計
画
に
基
づ
き
、
着
実
に
返
済
さ
れ
る
よ
う
対
応
さ
れ
た
い
。

（
2
）
令
和
元
年
度
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

　
1
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
経
営
状
況
は
、
給
湯
量
の
減
少
に
伴
い
温
泉
供
給
収
益
が
134万

2,405円
減
少
し
、
経
常
収
益
も
1億
2,898万

8,103円
と
前
年
度
に
比
べ
212万

3,385円
減
少
す
る
一
方
、
修
繕
費
等
の
減

少
に
よ
り
温
泉
管
理
費
も
1,293万

3,533円
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
経
常
収
支
比
率
は
104.0％

と
前
年
度
に
比
べ
8.2ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
、
総
収
支
比
率
に
つ
い
て
も
104.0％

と
前
年
度
に
比
べ
19.3ポ

イ
ン
ト

上
昇
し
て
い
る
。
ま
た
、
経
常
利
益
に
特
別
利
益
を
加
え
、
特
別
損
失
を
差
し
引
い
た
当
年
度
純
利
益
は
497万

7,447円
と
な
っ
て
お
り
、
損
益
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
っ
た
前
年
度
に
比
べ
2,927万

2,518円
増
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加
し
て
い
る
。

　
　
 　
今
後
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
に
よ
り
旅
館
・
ホ
テ
ル
等
で
の
使
用
量
の
減
少
が
危
惧
さ
れ
、
給
湯
量
・
温
泉
供
給
収
益
の
低
下
や
、
給
湯
施
設
の
老
朽
化
に
伴

う
配
湯
管
敷
設
替
工
事
な
ど
の
投
資
も
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
給
湯
先
の
確
保
や
経
営
の
効
率
化
に
引
き
続
き
努
め
ら
れ
た
い
。

　
2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

　
　
　
令
和
元
年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
98.5％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
70.4％

、
流
動
比
率
が
2,119.6％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

　
　
 　
令
和
元
年
度
末
の
温
泉
供
給
料
金
未
収
金
は
、
固
定
資
産
の
破
産
更
生
債
権
等
789万

5,415円
に
、
流
動
資
産
の
未
収
金
1,816万

1,058円
を
加
え
た
2,605万

6,473円
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
納
期
限
を
過
ぎ

た
も
の
は
1,574万

749円
で
あ
る
。

　
　
 　
こ
れ
ま
で
も
未
収
金
の
解
消
に
向
け
て
、
鋭
意
努
力
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、
公
営
企
業
と
し
て
の
経
営
の
健
全
性
や
公
平
負
担
の
観
点
か
ら
、
滞
納
者
の
状
況
を
個
々
に
把
握
し
適
切
に
対
応
し

て
い
く
な
ど
未
収
金
の
回
収
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

　
3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
が
4,026万

1,052円
増
加
し
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
な
ど
に
よ
り
130万

円
減
少
し
た
こ
と
か

ら
、
令
和
元
年
度
の
資
金
額
は
3,896万

1,052円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
つ
い
て
は
増
減
が
な
か
っ
た
。

　
　
 　
令
和
元
年
度
末
の
現
金
等
残
高
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
9.3％

増
加
の
4億
5,729万

3,249円
と
な
っ
て
お
り
、
営
業
収
益
に
対
す
る
比
率
は
376.3％

と
事
業
規
模
に
対
し
て
十
分
に
確
保
さ
れ
て
い

る
。

　
　
 　
温
泉
事
業
の
経
営
は
、
現
状
、
借
入
金
は
な
い
が
、
今
後
も
配
湯
管
の
敷
設
替
工
事
等
が
引
き
続
き
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
経
営
状
況
等
に
つ
い
て
的
確
な
現
状
把
握
を
行
い
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

の
適
正
な
管
理
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
総
給
湯
量
は
69万

6,797立
方
メ
ー
ト
ル
と
前
年
度
に
比
べ
1.6％

減
少
し
て
い
る
。
ま
た
、
温
泉
供
給
契
約
口
数
も
482口

と
前
年
度
よ
り
8口
減
少
し
、
温
泉
供
給
収
益
は
、
前
年
度
に
比

べ
134万

2,405円
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
 　
今
後
の
温
泉
事
業
の
経
営
に
当
た
っ
て
は
、
温
泉
の
湧
出
量
や
給
湯
実
績
を
適
切
に
把
握
し
、
給
湯
見
込
等
を
考
慮
し
た
上
で
、
様
々
な
方
策
を
講
じ
な
が
ら
新
規
契
約
者
の
獲
得
を
は
じ
め
温
泉
の
有
効

活
用
に
取
り
組
む
な
ど
、
温
泉
供
給
収
益
の
安
定
的
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
 　
温
泉
事
業
は
、
こ
れ
ま
で
も
、
地
元
自
治
体
や
関
係
団
体
等
と
連
携
し
て
、
温
泉
資
源
の
保
護
と
地
域
振
興
に
努
め
て
き
た
が
、
今
後
の
経
営
戦
略
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
県
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与

す
る
と
い
う
企
業
局
の
役
割
を
踏
ま
え
、
温
泉
事
業
の
あ
り
方
を
展
望
す
る
と
と
も
に
、
収
益
の
減
少
や
施
設
の
更
新
の
た
め
の
投
資
等
、
将
来
に
わ
た
る
経
営
環
境
に
十
分
留
意
し
た
計
画
を
検
討
さ
れ
た

い
。

（
3
）
令
和
元
年
度
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。
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1
　
利
用
者
数
に
つ
い
て

　
　
　
丘
の
公
園
に
つ
い
て
は
、
平
成
16年

4月
か
ら
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
、
令
和
元
年
度
か
ら
新
た
に
選
定
さ
れ
た
指
定
管
理
者
が
、
施
設
の
管
理
・
運
営
を
行
っ
て
い
る
。

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
利
用
者
数
は
、
前
年
度
に
比
べ
、
ゴ
ル
フ
事
業
部
が
9,215人

減
少
（
△
19.6％

）
し
、
レ
ジ
ャ
ー
事
業
部
が
1万
3,659人

減
少
（
△
10.6％

）
し
、
レ
ス
ト
ラ
ン
事
業
部
が
3,706人

減
少

（
△
7.6％

）
し
た
。
そ
の
結
果
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
2万
6,580 人

減
少
（
△
11.8％

）
し
、
19万

8,728人
で
あ
っ
た
。

　
　
 　
施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
、
指
定
管
理
者
制
度
導
入
2年
目
の
平
成
17年

度
を
ピ
ー
ク
に
漸
減
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
指
定
管
理
者
と
連
携
し
て
集
客
対
策
に
取
り
組
み
、
平
成
27年

度
か
ら
平
成
29年

度
ま

で
増
加
に
転
じ
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
令
和
元
年
度
の
施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
、
ゴ
ル
フ
コ
ー
ス
の
縮
小
や
台
風
19号

に
よ
る
中
央
自
動
車
道
等
の
通
行
止
め
、
及
び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

拡
大
の
影
響
な
ど
に
よ
り
、
平
成
8年
度
以
降
確
保
し
て
い
た
20万

人
を
下
回
り
、
平
成
30年

度
の
減
少
に
引
き
続
き
、
大
幅
な
減
少
と
な
っ
た
。

　
　
 　
あ
り
方
検
討
委
員
会
か
ら
の
提
言
等
を
踏
ま
え
、
施
設
の
適
正
な
規
模
の
確
保
及
び
内
容
の
見
直
し
に
よ
り
、
令
和
元
年
度
か
ら
ゴ
ル
フ
コ
ー
ス
を
3コ
ー
ス
か
ら
2コ
ー
ス
に
縮
小
す
る
一
方
、
廃
止
し
た

コ
ー
ス
は
無
料
開
放
施
設
と
し
て
整
備
す
る
な
ど
集
客
に
取
り
組
ん
で
い
る
が
、
今
後
も
施
設
の
効
率
的
、
効
果
的
な
活
用
に
努
め
る
と
と
も
に
、
指
定
管
理
者
と
協
力
し
な
が
ら
、
積
極
的
に
新
た
な
集
客

策
を
検
討
し
実
践
す
る
な
ど
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
の
増
加
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
2
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
経
営
状
況
は
、
経
常
収
益
の
主
な
も
の
が
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
の
1億
2,088万

9,000円
、
経
常
費
用
の
主
な
も
の
が
減
価
償
却
費
5,538万

4,852円
や
賃
借
料
4,497万

6,938円
で
あ
り
、
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
が
前
年
度
に
比
べ
2,911万

1,000円
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
と
な
り
、
経
常
損
益
が
前
年
度
に
比
べ
667万

8,255円
減
少
し
540万

5,657円
の
損
失
計
上
と
な

っ
た
。
そ
の
結
果
、
経
常
収
支
比
率
は
95.8％

と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
5.1ポ

イ
ン
ト
低
下
し
た
。

　
　
 　
ま
た
、
特
別
利
益
及
び
特
別
損
失
が
と
も
に
計
上
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
当
年
度
純
損
失
は
経
常
損
失
と
同
額
の
540万

5,657円
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
665万

143円
減
少
し
た
。
そ
の
結
果
、
総

収
支
比
率
は
95.8％

と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
5.0ポ

イ
ン
ト
低
下
し
た
。

　
　
  　
経
常
収
益
の
ほ
ぼ
全
額
は
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
で
あ
る
が
、
平
成
29年

度
及
び
平
成
30年

度
と
同
様
に
、
令
和
元
年
度
決
算
に
お
い
て
も
、
第
11期

分
の
納
入
金
1,169万

6,400円
が
納
期
限

に
収
納
さ
れ
ず
未
収
金
と
な
っ
た
。
指
定
管
理
者
の
経
営
状
況
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
十
分
な
把
握
に
取
り
組
み
、
施
設
利
用
料
の
安
定
的
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
 　
ま
た
、
収
益
的
収
支
に
つ
い
て
は
平
成
26年

度
に
黒
字
化
が
図
ら
れ
、
そ
の
後
継
続
し
て
黒
字
を
計
上
し
て
い
た
が
、
令
和
元
年
度
は
、
台
風
19号

に
よ
る
中
央
自
動
車
道
等
の
通
行
止
め
の
影
響
な
ど

を
考
慮
し
、
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
を
減
額
補
正
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
赤
字
決
算
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
過
去
か
ら
累
積
し
た
当
年
度
未
処
理
欠
損
金
は
、
前
年
度
に
比
べ
540万

5,657円
増
加

し
、
35億

1,391万
5,721円

と
多
額
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
純
利
益
を
安
定
的
に
確
保
し
、
累
積
欠
損
金
を
減
少
さ
せ
る
た
め
、
経
営
状
況
の
改
善
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
3
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
△
11.1％

で
前
年
度
に
比
べ
0.4ポ

イ
ン
ト
低
下
、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
99.6％

で
前
年
度
に
比
べ
0.1ポ

イ
ン
ト
低
下
、
流
動
比
率
が
115.9

％
で
前
年
度
に
比
べ
0.7ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
お
り
、
い
ず
れ
の
経
営
指
標
も
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
で
推
移
し
て
い
る
。

　
　
　
資
本
合
計
は
、
△
2億
5,938万

8,507円
と
な
り
、
債
務
超
過
額
が
前
年
度
と
比
べ
当
年
度
純
損
失
額
の
540万

5,657円
増
加
し
、
債
務
超
過
の
状
態
が
継
続
・
拡
大
し
て
い
る
。

　
　
 　
ま
た
、
令
和
元
年
度
の
長
期
借
入
金
の
償
還
金
額
が
、
施
設
利
用
料
の
減
額
補
正
に
よ
り
911万

1,000円
減
額
さ
れ
て
お
り
、
令
和
元
年
度
末
の
長
期
借
入
金
残
高
は
25億

3,629万
4,035円

と
な
り
、
依

然
と
し
て
多
額
で
あ
る
。

　
　
　
こ
の
た
め
、
改
め
て
長
期
借
入
金
の
圧
縮
・
償
還
期
間
の
短
縮
な
ど
、
財
政
状
態
の
更
な
る
改
善
策
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。

　
4
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
　
 　
令
和
元
年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
る
資
金
と
し
て
5,339万

4,580円
を
確
保
し
、
投
資
活
動
と
し
て
2,630万

66円
を
支
出
し
、
財
務
活
動
と
し
て
2,535万

7,925円
を
支
出

し
た
こ
と
か
ら
、
令
和
元
年
度
中
の
資
金
額
は
前
年
度
末
残
高
に
比
べ
173万

6,589円
増
加
し
、
4,407万

21円
と
な
っ
て
い
る
。
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業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
5,339万

4,580円
は
主
と
し
て
、
当
年
度
純
損
失
と
し
て
540万

5,657円
、
減
価
償
却
費
と
し
て
5,538万

4,852円
、
固
定
資
産
除
却
損
と
し
て
321万

4,625円
を

計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
投
資
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
2,630万

66円
は
、
有
形
固
定
資
産
の
取
得
に
よ
る
支
出
と
し
て
3,144万

3,097円
、
一
般
会
計
の
工
事
負
担
金
収
入

と
し
て
514万

3,031円
を
計
上
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
2,535万

7,925円
は
、
他
会
計
借
入
金
の
返
済
に
よ
る
支
出
と
し
て
2,535万

7,925円
計
上
し
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
 　
施
設
・
設
備
の
整
備
に
必
要
な
資
金
の
確
保
に
つ
い
て
は
引
き
続
き
厳
し
い
状
況
に
あ
る
が
、
今
後
も
、
長
期
的
、
計
画
的
に
更
新
・
改
修
を
実
施
す
る
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
必
要
な
資
金
が
確
実
に

手
当
で
き
る
よ
う
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
5
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
　
 　
地
域
振
興
事
業
に
つ
い
て
は
、
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
後
、
現
金
収
支
の
黒
字
化
が
図
ら
れ
、
平
成
26年

度
以
降
は
収
益
的
収
支
が
黒
字
に
転
じ
る
な
ど
、
経
営
改
善
に
一
定
の
成
果
を
上
げ
て
き
た
。

　
　
 　
平
成
30年

2月
に
は
、
外
部
有
識
者
に
よ
る
「
あ
り
方
検
討
委
員
会
」
の
提
言
を
踏
ま
え
、
今
後
の
方
針
と
し
て
、
指
定
管
理
者
制
度
の
継
続
や
施
設
の
規
模
と
内
容
の
見
直
し
な
ど
の
実
施
に
取
り
組
む

こ
と
と
さ
れ
た
。

　
　
 　
こ
の
方
針
を
踏
ま
え
令
和
元
年
度
は
、
ゴ
ル
フ
コ
ー
ス
の
縮
小
と
廃
止
コ
ー
ス
の
無
料
開
放
施
設
と
し
て
の
整
備
と
と
も
に
、
新
た
に
選
定
さ
れ
た
指
定
管
理
者
に
対
す
る
施
設
利
用
料
を
減
額
す
る
な
ど

の
取
り
組
み
を
実
施
し
た
。

　
　
  　
し
か
し
な
が
ら
、
台
風
19号

に
よ
る
中
央
自
動
車
道
等
の
通
行
止
め
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
等
に
伴
い
、
各
施
設
の
利
用
者
の
減
少
や
営
業
停
止
等
が
生
じ
た
こ
と
か
ら
、
経
営
は

非
常
に
厳
し
い
状
況
に
陥
り
、
令
和
元
年
度
決
算
で
は
、
現
金
収
支
の
黒
字
は
維
持
で
き
た
も
の
の
、
収
益
的
収
支
は
赤
字
と
な
り
、
当
該
年
度
純
損
失
を
計
上
す
る
に
至
っ
た
。

　
　
 　
丘
の
公
園
の
営
業
は
、
令
和
2年
5月
25日

か
ら
全
施
設
で
再
開
さ
れ
て
い
る
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響
の
長
期
化
が
懸
念
さ
れ
る
中
、
今
後
の
経
営
改
善
策
の
検
討
及
び
具
体
的
な

取
り
組
み
の
実
行
に
よ
り
、
健
全
な
経
営
の
確
保
に
一
層
努
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　
　
 　
丘
の
公
園
は
八
ヶ
岳
南
麓
地
域
の
集
客
拠
点
と
し
て
地
域
の
振
興
に
貢
献
し
て
き
た
施
設
で
あ
り
、
今
後
の
経
営
戦
略
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
県
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
と
い
う
企
業
局
の
本
来

の
役
割
を
踏
ま
え
、
将
来
に
わ
た
る
地
域
振
興
事
業
の
あ
り
方
を
十
分
に
展
望
し
た
計
画
を
検
討
さ
れ
た
い
。

　
　
 　
な
お
、
無
料
開
放
施
設
に
し
た
ゴ
ル
フ
コ
ー
ス
に
つ
い
て
、
有
料
施
設
の
利
用
状
況
と
の
関
連
性
を
検
証
の
上
、
今
後
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
状
況
も
踏
ま
え
、
施
設
活
用
の
あ
り
方
を
検
討

さ
れ
た
い
。
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